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１．はじめに

　近年，とくにアベノミクスの「生産性革命」
という用語や，働き方改革の議論の高まりによ
って，従来に増して「生産性」という用語がよ
く見られるようになった。ところが，日常的な
生産性という用語の使われ方は，必ずしも一様
ではない。わが国においては，付加価値生産性
を中心とした生産性分析には研究の蓄積が見ら
れるが，近年では，生産性分析が取り上げられ
ることは少なくなってきていたのではないかと
考えられる。日本経営分析学会においても，こ
のテーマが統一論題で取り上げられる機会はな
かった。
　その意味では，第35回年次大会において，生
産性分析を取り上げることになったことは，過
去から現在に至る生産性や生産性分析の状況を
改めて認識し，今後の課題を探る観点から意義
のあることであると考えられる。そこで，以下
では，生産性分析をめぐるいくつかの論点を整
理しておきたい。

２．「生産性」の再確認

　生産性は次のような明確な定義式として表現
される。

　　生産性（productivity）＝産出（output）投入（input）

　ところが，この式を数式として成立させるた
めには，当然のことではあるが，右辺の分母と
分子に数値を当てはめなければならない。生産
性分析の基本的な課題は，この点にある。とく
にミクロレベル，個別企業レベルでの分析を行
う際に，これらをどのように明定するかにはい
くつかの問題がある。概念として成立しても，
計算式として分母，分子の数値情報に多様性が
あるとともに，数値の入手可能性に制約があっ
たりもする。そのため，例え計算が可能な場合
でも，指標の解釈可能性や，そもそも生産性数
値から何を判断するのかという基本的な命題に
も課題が残っている。
　数値の属性には数量・物量と価値量・金額の
２つがあり，物的生産性と価値的生産性の２つ
の生産性指標が措定されてきた。物的生産性は
投入と産出ともに物量値を用いた指標であり，
価値的生産性は投入または産出，あるいは投入
および産出に金額値を用いる指標である。

３．従来からの生産性研究

　（１）付加価値による価値的生産性
　従来からの生産性ならびに生産性分析は，分
子に付加価値を用いた価値的生産性を基本とし
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た分析体系が築かれてきている。原初的な生産
性は歩留まりに代表される物的生産性である資
源効率や資源生産性を基礎としていると考えら
れるが，企業レベルでも物的な投入・産出はき
わめて多様であり，集約的な生産性指標は得に
くいといえる。そのため，社会成果の典型指標
であるマクロレベルでのGDPをミクロレベル
と結節し，企業レベルの付加価値を分子とした
価値的生産性が用いられてきているが，付加価
値が産出の唯一の指標ではないことには留意し
ておきたい。
　とくにマクロレベルでは，技術進歩率という
別名が端的に内包を示す全要素生産性（TFP）
の分析が展開されてきており，総合的な生産性
の進展評価を行うものとして注目されている
が，今のところミクロレベル，企業レベルでの
総合指標を得られるには至っていない。
　（２）付加価値生産性の課題
　付加価値に関しては社会成果としての位置付
けは認識されていても，個別企業の成果指標と
しての位置付けは，研究上は存在しても，必ず
しも確立されていない。いくつかの問題を列挙
すれば，まず財務会計の対象かどうかという問
題がある。外部報告になじむかどうか，本来の
ステークホルダーは何か（誰か），成果指標と
するとして，操作上，連結成果か単独成果かも
課題となろう。
　外部付加価値分析を行う際には，付加価値の
集計が最も根源的な課題の１つとなるが，シン
プルな付加価値計算式として日本生産性本部の
以下の加算法の式を挙げることができる。
　　　営業利益＝付加価値－労働収益
　⇒　付加価値＝労働収益＋営業利益
　この式には生産性本部発足期における，生産
性の成果を労働収益に充てるという分配思想が
あったと推察することができるが，シンプルで
も２つの部分生産性（労働生産性，資本生産性）
と分配率は計算可能になる。ところがこのうち

の労働収益に該当する人件費は，連結財務諸表
作成会社でセグメント情報を作成していれば製
造原価報告書が不要になっているため，製造業
では入手が困難であるし，もともと連結では開
示されていない。
　人件費の開示に関しては，2009年12月の「国
際会計基準に基づく連結財務諸表の開示例」で
人件費の項目があり，IFRSへの移行と関連し
て開示が行われる方向が見られたが，2016年３

月の「IFRSに基づく連結財務諸表の開示例」
への改訂で従業員給付となり，人件費そのもの
の開示は例示としては含まれなくなり，外部的
にはシンプルな範囲での集計も困難な状況にあ
る。
　また，近年のESGやSDGsとの関連での社会
成果の表現の一形態として付加価値がなじむか
どうかについても議論は乏しい。

４．社会政策と生産性

　アベノミクスの生産性革命という用語の使用
や，その背景にある第４次産業革命は，ICTの
急速な進展を生産性の向上にどう取り込むかの
試みの１つといえるが，わが国の場合は，その
基礎に，構造的な生産性の低迷がある。
　基本的には生産性は，労働生産性の観点から
は，それぞれの与件が独立しているとすると，
①付加価値の増大，②労働時間の削減，③従業
員数の削減によって達成される。このうち，基
本は何よりも①付加価値の増大である。このこ
と以外，新たな価値の創造ではないし，分配の
原資にもなりえないからである。
　ところが，近年では②労働時間の削減が，例
えば「働き方改革」の名のもとに課題として取
り上げられている。統計上では，従業員当たり
の平均総労働時間は低減してきているが，これ
は短時間労働の非正規従業員の割合が増えてい
るためで，正規従業員の労働時間は減っていな
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い１）。そして，労働時間の削減が付加価値の減
少に結びつけば，生産性は向上しないことに留
意すべきである。
　また，③従業員の削減は，日本では，特段の
事情がない限り触れないことが企業の労使慣行
の基礎になってきたと考えられるが，このこと
は，生産性向上の阻害要因として検討すべき課
題になっている。個別企業での終身雇用は，企
業構造の変革に対応できない可能性があり，ま
た，社会的な労働力不足と就労環境とのミスマ
ッチを解消するための流動性の高度化も重要な
論点となってきている。

５．生産性算定の必要性

　実際には，ミクロレベルでは，付加価値の算
定は外部的には困難であっても，内部的には可
能であろう。したがって，生産性革命にしても
働き方改革にしても，それが生産性の向上をも
たらしているかどうか，生産性とどのように結
びついているかを確認する方法が必要である。
その意味でも生産性分析を再検討することの重
要性が高まってきているということができる。

（注）

１）近年のわが国の労働生産性をめぐる基本指標の推

移等については，別途，梶浦昭友「生産性運動三

原則の再認識～改めて生産性を考える～」『JCM』

No.316，2018秋号，pp.5-11を参照されたい。




